

























































などの問題領域が存在する（松本 2015）と整理されている。実際、筆者が所属する NPO 法人つな


















後見人等の権限と責務は財産管理に関する代理権や取消権（民法 859 条 1 項、876 条 4 項、876 条

































は弁護士 3 や、後見人としての専門領域を拡大することに力を入れている司法書士（清家 2010）
といった司法の専門職、身上監護に重点化する必要のあるケースの場合は社会福祉士が選任される
と認識されている。過去 5 年（2015 年から 2019 年）を平均すると、第三者後見人に占める弁護士
の割合は約 30.0％、司法書士 37.8％、社会福祉士約 16.7％であった 4。
　第三者後見人の選任割合が家族・親族を上回る状況については、第二回成年後見制度利用促進専
門家会議（2019）において、本人の利益保護の観点から、親族等身近な支援者を後見人に選任する




























いる場合、面会頻度・滞在時間について、「月に 1 回～ 2 回」が 29％で最多、「年 1 回～ 2 回」が
26％、面会にかける時間は「30 分以内」が 16％、「半日以内」は 15％、「1 時間以内」が 13％の順
となっている。弁護士、司法書士、社会福祉士それぞれの面会頻度・滞在時間については、ばらつ
きがみられるものの、面頻度が「月 1 回～ 2 回」「ほぼ面会に来ない」の比較において、弁護士が
76.6％、その他親族 53.6％、兄弟姉妹 45.2％となっている。親が後見人の場合の訪問回数は「月 1 回」
が最多で 45％、面会にかける時間は 1 日以上が 37％となっており、兄弟姉妹を含む親族が後見人
になったからといって親以上の身上監護に多くを期待するのは難しい。面会頻度だけでいえば社会
福祉士は「月 1 回以上」が 59.8％となっていることから、本人との接触機会を期待する場合、兄弟
姉妹や親族だけが後見人の選択肢ではないと考えられる。
　最近では、法人後見という選択肢も提示できる状況になりつつある。第三者後見人に占める法人
















　 裁判所「成年後見関係事件の概況」をみると 2010 年（平成 22 年）には法人 7.5％であり、少しずつではあるが増
えてきている。
14－－



























　 東京家庭裁判所が 2013 年（平成 25 年）に出した「成年後見人等の報酬額のめやす」によれば、基本報酬は 2 万円、
管理財産額が 1000 万円以上 5000 万円以下は月額 3 万円から 4 万円、管理財産が 5000 万円を超える場合は月額 5
万円から 6 万円としている。また、成年後見監督任の報酬については、管理財産額が 5000 万円以下の場合は月額
1 万円から 2 万円、5000 万円以上の場合は 2 万 5000 円から 3 万円としている。
9
　 筆者の所属法人で受けたケースでは、身上監護の付加報酬を請求した場合（2019 年）と請求しなかった年（2020 年）
の報酬額に約 20 万円の差が見られた。
10
































































































　 信託事務代行者（信託法 28 条）は信託法改正により取り入れられたもので、遠藤（2019）の pp.214-228 を参照
した。
13
　 改正信託法においては、同法 30 条、31 条で忠実義務が定められた。また、公平義務についても同法 33 条にお
いて新たに定められた。受託者の義務については遠藤（2019）pp.199-214 を参照した。
18－－
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た。例えば、2019 年 4 月 15 日、厚労省で開催された「社会福祉保障制度の新たな展開を図る政策
対話（テーマ金融政策）」の中で、「高齢期の認知機能の低下に関連した金融サービス」と題して、





　 例えば、民事信託・家族信託ナビ（https://sanlegal-minjishintaku.com/002/）2019 年 5 月８日の記事によると、




　 特別障害者とは重度の心身障害者、特別障害者以外の特定障害者とは、中軽度の知的障害者および障害等級 2 級



































新井誠 (2014)「任意後見制度の展望  (第10回学術大会 統一テーマ 任意後見制度の現状と問題
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望ましいと考える。
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